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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性材料の吐出弁組立体内で用いられる液圧式シール装置において、
　熱可塑性材料の吐出弁組立体の弁ステムの回りに環状配置されるように構成され、前記
弁ステムとともに環状スペースを形成するカートリッジケーシングと、
　前記カートリッジケーシングの第１の端部に位置するとともに、前記弁ステムの回りに
環状配置され、前記弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される環状スペ
ースを、前記カートリッジケーシングの第１の端部においてシールする一次シールと、
　前記カートリッジケーシングの第２の端部に位置するとともに、前記弁ステムの回りに
環状配置され、前記弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される前記環状
スペースを、前記カートリッジケーシングの第２の端部においてシールする二次シールと
、
　前記弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される前記環状スペース内に
配置された粘性の非圧縮性液体とを具備し、
　前記一次シールが配置されている環状スペースは、前記粘性の非圧縮性液体が配置され
た環状スペースよりも直径が大きくなっており、
　前記一次シールが配置された環状スペース内において、前記一次シールと前記二次シー
ルとの間には、一対のワッシャと、該一対のワッシャの間に配置された予負荷ばねとが配
置されており、
　前記熱可塑性材料の吐出弁組立体の前記熱可塑性材料によって前記一次シールに印加さ
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れる外部圧力を前記粘性の非圧縮性液体を通して効果的に分散し、それにより、該粘性の
非圧縮性液体内の内部圧力が、前記熱可塑性材料の吐出弁組立体の前記熱可塑性材料によ
って前記一次シールに印加される前記外部圧力と実質的に等しくなり、それにより、前記
一次シールを挟んだ圧力差が効果的に排除され、前記熱可塑性材料が前記カートリッジケ
ーシング内に漏洩するようにした液圧式シール装置。
【請求項２】
　前記一次シールは、前記カートリッジケーシング内で往復運動可能である請求項１に記
載の液圧式シール装置。
【請求項３】
　傾斜ばね部材が、前記一次シールおよび前記二次シール内に内部配置される請求項１に
記載の液圧式シール装置。
【請求項４】
　前記カートリッジケーシングの前記第２の端部は、該第２の端部と連動する抑止リング
を有し、前記カートリッジケーシング内の前記二次シールを抑止する請求項１に記載の液
圧式シール装置。
【請求項５】
　前記カートリッジケーシングの前記第２の端部は該第２の端部と連動する保持リングを
有し、前記カートリッジケーシングを前記熱可塑性材料の吐出弁組立体内に保持する請求
項４に記載の液圧式シール装置。
【請求項６】
　前記一次シールおよび前記二次シールはポリエーテルエーテルケトン材料から作製され
る請求項１に記載の液圧式シール装置。
【請求項７】
　前記粘性の非圧縮性液体はシリコーングリースまたは同様の材料を含む請求項１に記載
の液圧式シール装置。
【請求項８】
　前記シリコーングリースまたは同様の材料は潤滑剤を含み、該潤滑剤は、前記弁ステム
に緊密に付着または粘着することができ、前記一次シールおよび前記二次シールを潤滑さ
せ、それにより、前記一次シールおよび前記二次シールの摩耗および摩損を低減し、前記
一次シールおよび前記二次シールの動作サイクル寿命が著しく増加する請求項７に記載の
液圧式シール装置。
【請求項９】
　前記シリコーングリースまたは同様の材料は潤滑剤を含み、該潤滑剤は前記熱可塑性材
料が前記弁ステムに緊密に付着または粘着することを防止することができ、前記一次シー
ルおよび前記二次シールが摩損せず、それにより、前記一次シールおよび前記二次シール
の動作サイクル寿命が著しく増加する請求項７に記載の液圧式シール装置。
【請求項１０】
　熱可塑性材料の吐出弁組立体において、
　熱可塑性材料を該熱可塑性材料の吐出弁組立体内に供給する、熱可塑性材料の入口供給
ポートと、
　熱可塑性材料を該熱可塑性材料の吐出弁組立体から吐出する、熱可塑性材料の吐出ポー
トと、
　弁ステムと、
　弁座と、
　前記弁ステムに配置、固定されるとともに前記弁座と動作的に協働するように構成され
、該弁部材が非着座位置すなわち開放位置に置かれると、熱可塑性材料を吐出することが
でき、一方で該弁部材が着座位置すなわち閉鎖位置に置かれていると、熱可塑性材料を吐
出することができないようになっている弁部材と、
　該弁ステムの回りに環状配置されるように構成され、該弁ステムとともに環状スペース
を形成するカートリッジケーシングと、
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　前記カートリッジケーシングの第１の端部に位置するとともに該弁ステムの回りに環状
配置され、該弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される環状スペースを
、前記カートリッジケーシングの第１の端部においてシールする一次シールと、
　前記カートリッジケーシングの第２の端部に位置するとともに該弁ステムの回りに環状
配置され、該弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される前記環状スペー
スを、前記カートリッジケーシングの第２の端部においてシールする二次シールと、
　該弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される前記環状スペース内に配
置された粘性の非圧縮性液体とを具備し、
　前記一次シールが配置されている環状スペースは、前記粘性の非圧縮性液体が配置され
た環状スペースよりも直径が大きくなっており、
　前記一次シールが配置された環状スペース内において、前記一次シールと前記二次シー
ルとの間には、一対のワッシャと、該一対のワッシャの間に配置された予負荷ばねとが配
置されており、
　該熱可塑性材料の吐出弁組立体の前記熱可塑性材料によって前記一次シールに印加され
る外部圧力を、該弁ステムと前記カートリッジケーシングとの間に形成される前記環状ス
ペース内の該粘性の非圧縮性液体を通して効果的に分散し、それにより、該粘性の非圧縮
性液体内の内部圧力は、該熱可塑性材料の吐出弁組立体の前記熱可塑性材料によって前記
一次シールに印加される前記外部圧力と実質的に等しくなり、それにより、前記一次シー
ルを挟んだ圧力差が効果的に排除され、前記熱可塑性材料が前記カートリッジケーシング
内に漏洩することを防止するようにした熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１１】
　前記一次シールは、前記カートリッジケーシング内で往復運動可能である請求項１０に
記載の熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１２】
　傾斜ばね部材が、前記一次シールおよび前記二次シール内に内部配置される請求項１０
に記載の熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１３】
　前記カートリッジケーシングの前記第２の端部は、該第２の端部と連動する抑止リング
を有し、前記カートリッジケーシング内の前記二次シールを抑止する請求項１０に記載の
熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１４】
　前記カートリッジケーシングの前記第２の端部は、該第２の端部と連動するとともに該
熱可塑性材料の吐出弁組立体内に取付、固定けられる保持リングを有し、前記カートリッ
ジケーシングを該熱可塑性材料の吐出弁組立体内に保持する請求項１３に記載の熱可塑性
材料の吐出弁組立体。
【請求項１５】
　前記一次シールおよび前記二次シールは、ポリエーテルエーテルケトン材料から作製さ
れる請求項１０に記載の熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１６】
　前記粘性の非圧縮性液体は、シリコーングリースまたは同様の材料を含む請求項１０に
記載の熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１７】
　前記シリコーングリースまたは同様の材料は潤滑剤を含み、該潤滑剤は、該弁ステムに
緊密に付着または粘着することができ、前記一次シールおよび前記二次シールを潤滑させ
、それにより、前記一次シールおよび前記二次シールの摩耗および摩損を低減し、前記一
次シールおよび前記二次シールの動作サイクル寿命が著しく増加する請求項１６に記載の
熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【請求項１８】
　前記シリコーングリースまたは同様の材料は潤滑剤を含み、該潤滑剤は、該熱可塑性材
料が前記弁ステムに緊密に付着または粘着することを防止することができ、前記一次シー
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ルおよび前記二次シールが摩損せず、それにより、前記一次シールおよび前記二次シール
の動作サイクル寿命が著しく増加する請求項１６に記載の熱可塑性材料の吐出弁組立体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、包括的にはシール機構に関し、より詳細にはホットメルト接着剤その他の熱
可塑性材料の吐出弁組立体内で使用される液圧式シール装置に関する。
【０００２】
　　［関連出願の相互参照］
　本特許出願は、２０１１年８月３１日に出願された米国仮特許出願第61/573,089号に関
連し、また、この米国仮特許出願に基づいており、有効にこの米国仮特許出願から変更さ
れた特許出願である。本願は、この米国仮特許出願の出願日の利益を主張する。
【背景技術】
【０００３】
　例えば、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を出力または吐出する液体吐出シス
テムのような従来の液体吐出システムでは、通常、吐出弁組立体が使用される。吐出弁組
立体は往復移動する弁ステムを備えている。弁ステムには、弁座と協働する弁部材が固定
されている。吐出弁組立体は、弁部材が弁座に対してその非着座位置すなわち開放位置に
置かれているときにホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出を実際に可能にする
ように、また、弁部材が弁座に対してその着座位置すなわち閉鎖位置に置かれているとき
にホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出を阻止するように使用される。更に、
従来の吐出弁組立体はシールカートリッジも備え、シールカートリッジは、吐出弁組立体
からのホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の漏れを防止するシール機構を含む。シ
ールカートリッジにはウィープホールが設けられ、ウィープホールからホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料が効果的に流出して、シール機構が機能不全を起こしていること
、および弁アセンブリの交換が必要であることを作業者に示すことができる。シール機構
の一方の面がホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料による圧力に晒され、一方でシー
ル機構の他方の面が実質的に大気圧にあることから、シール機構の障壁を挟んで圧力差が
実質的に規定される。このため、この一定の圧力差によって、ホットメルト接着剤その他
の熱可塑性材料は、常に、シール機構を通過して押し出される傾向にある。しかし、シー
ル機構の構造的完全性が変わらず維持されるかぎり、シールカートリッジおよび吐出弁組
立体からのホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の漏れは実質的に存在しない。反対
に、シール機構の構造的完全性が実際についに損なわれて実質的に機能しない場合、シー
ルカートリッジおよび吐出弁組立体からのホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の漏
れが発生する。
【０００４】
　ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出弁組立体の動作寿命は、従来、サイク
ル単位で測られる。従来のシール機構を利用する従来の吐出弁組立体は、通常、およそ25
0,000,000サイクルの動作寿命を有することができる。各サイクル中、弁ステムはシール
機構を越えて往復移動する。弁ステムがその往復サイクル運動に従ってシール機構を越え
て動くと、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は弁ステムに緊密に付着または粘着
する傾向があり、従ってホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料もシール機構を越えて
往復移動する。結果として、シール機構を迂回してシールカートリッジの内部に実質的に
流入するホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の分量が、シールカートリッジ内に含
まれている空気または酸素に暴露される。この理由は、シールカートリッジが、上述した
ウィープホールを設けた結果として、周囲雰囲気に流体接続されているからである。従っ
て、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料のそのような分量は、実質的に、硬化した
摩損原因材塊になる。従って、理解することができるように、この硬化した摩損原因材塊
が上述したサイクル動作中にシール機構を越えて往復するたびに、硬化した摩損原因材塊
がシール機構を摩損し始め、ついにはシール機構の機能不全を引き起こす。シール機構の
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機能不全が実際に発生する場合、また、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料がシー
ル機構を超えて著しく漏れ、それによって、漏れたホットメルト接着剤その他の熱可塑性
材料が、ついにはシールカートリッジ内に形成されるウィープホールから漏出する。それ
により、シール機構が実際に機能しておらず、吐出弁組立体の交換が必要であることを作
業者に知らせる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、当該技術分野において、シール装置の実効寿命およびホットメルト接着剤その
他の熱可塑性材料の吐出弁組立体の実効寿命が著しく増加する、ホットメルト接着剤その
他の熱可塑性材料の吐出弁組立体内で使用される新規の改善されたシール装置が必要とさ
れている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の教示および原理に従って、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出弁
組立体内で使用される新規の改善されたシール装置の提供により、上記の目的および他の
目的が達成される。この場合、新規の改善されたシール装置は、第１のシール部材すなわ
ち一次シール部材と、二次シール部材と、シールカートリッジすなわちケーシング内に内
部配置される粘性の非圧縮性シリコーングリースまたは同様の液体とを含むシールカート
リッジすなわちケーシングを備える。粘性シリコーングリースまたは同様の液体は、圧力
を効果的に分散して、シリコーングリースまたは同様の液体内の内部圧力をホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料の外部圧力と実質的に等しくするようになっており、それに
よって、一次シール部材を挟んだ圧力差を効果的に排除し、それによりホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料が漏洩する傾向すなわち漏れやすさが排除される。更に、粘性シ
リコーングリースまたは同様の液体は潤滑剤として機能し、それにより一次シール部材お
よび二次シール部材の摩擦および摩耗が低減し、それによりホットメルト接着剤の吐出弁
組立体のサイクル動作および寿命を例えば２倍または３倍等に著しく増加させることがで
きる。そのため動作サイクルは、およそ500,000,000回～750,000,000回の範囲内とするこ
とができる。
【０００７】
　本発明の種々の他の特徴および付随する利点は、添付の図面とともに考慮すると以下の
詳細な説明からより完全に理解される。添付図面では、同様の参照符号は、いくつかの図
を通して同様のまたは対応する部分を示している。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１Ａ】本発明の新規の改善されたシール装置を内部に組み込んだ、新規の改善された
ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出弁組立体の左側面図である。
【図１Ｂ】図１Ａに示されている新規の改善されたホットメルト接着剤その他の熱可塑性
材料の吐出弁組立体の前面図である。
【図２】図１Ａに示されている新規の改善されたホットメルト接着剤その他の熱可塑性材
料の吐出弁組立体の、図１Ａの矢視線２－２に沿う拡大断面図である。
【図３】新規の改善されたシール装置の細部を明確に示す、図２に開示されている新規の
改善されたシール装置の拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　ここで図面、より具体的には図面の図１Ａ、１Ｂを参照すると、新規の改善されたホッ
トメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出弁組立体が開示され、全体的に参照符号１０
０によって示されている。吐出弁組立体は、本発明の新規の改善されたシール装置を内部
に組み込み、本発明の原理および教示に従って構成されている。より具体的には、本発明
の新規の改善された吐出弁組立体１００は、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の
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塗布動作若しくは吐出動作または塗布サイクル若しくは吐出サイクル中に、生産工程ライ
ンに沿って基材または製品が吐出弁組立体１００の下方を通過する際に、下方に位置する
基材または製品上にホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を吐出するのに用いること
ができる。吐出弁組立体１００は、以下でより完全に開示される吐出弁を収容する弁本体
部分すなわちハウジング１０２と、同様に以下でより完全に開示される、吐出弁の垂直往
復運動を制御する吐出弁アクチュエーター組立体１０４と、以下でより完全に開示される
吐出弁の往復運動を制御するように吐出弁アクチュエーター組立体１０４に対する制御用
空気の配置を制御する電空ソレノイド集成体１０６と、ホットメルト接着剤その他の熱可
塑性材料の放出すなわち吐出を提供する放出マニフォールド組立体１０８とを備えている
ことがわかる。
【００１０】
　ここで図２を参照すると、弁本体部分すなわちハウジング１０２は、垂直に往復する弁
ステム１１０が内部に配置されていることがわかる。弁部材１１２が弁ステム１１０の下
端部に取付、固定けされており、また、弁座１１４が、弁本体部分すなわちハウジング１
０２の下端部と放出マニフォールド組立体１０８の上端部との間に形成される接続部に効
果的に配置されていることがわかる。放出マニフォールド組立体１０８は、ホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料の放出ポート１１６と、ホットメルト接着剤その他の熱可塑
性材料の吐出ポート１１８と、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の放出流路１２
２とを更に含んでいることがわかる。吐出ポート１１８から、ホットメルト接着剤その他
の熱可塑性材料を１２０において示されているように吐出することができる。放出流路１
２２は、放出マニフォールド組立体１０８内に形成され、ホットメルト接着剤その他の熱
可塑性材料の放出ポート１１６を、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の吐出ポー
ト１１８に流体接続する。更に、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の入口供給ポ
ート１２４が、また弁本体部分すなわちハウジング１０２内に設けられて、ホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料を１２６におけるように吐出弁組立体１００内に導く。また
更に、弁本体部分すなわちハウジング１０２には縦向きの流体通路１２８も設けられる。
流体通路１２８は、弁ステム１１０を環状に囲むとともに、同様に弁本体部分すなわちハ
ウジング１０２内に形成される横向きの流体導管すなわち流体通路１３０によって、ホッ
トメルト接着剤その他の熱可塑性材料の入口供給ポート１２４に流体接続される。
【００１１】
　従って、以下のことを理解することができる。図２に示すように弁ステム１１０がその
下降位置に向かって移動される場合、弁部材１１２は弁座１１４に対して非着座位置すな
わち開放位置に置かれる。それによってホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、ホ
ットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の入口供給ポート１２４から、横向きの流体導管
すなわち流体通路１３０を通って、弁ステム１１０を環状に囲む縦向きの流体通路１２８
内へ、そして、弁部材１１２が弁座１１４に対して着座していない、すなわち開放してい
るため、弁座１１４内に形成されるとともに弁ステム１１０を環状に囲む、弁部材１１２
の回りの縦向きの通路１３２内、弁座１１４の下方部分に形成されるチャンバー１３４内
へと流れ、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の放出ポート１１６、ホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料の放出流路１２２、そしてホットメルト接着剤その他の熱可
塑性材料の吐出ポート１１８を通って出ることができる。対照的に、弁ステム１１０がそ
の上側位置すなわち上昇位置に置かれる場合、弁部材１１２は弁座１１４に対して着座位
置すなわち閉鎖位置に置かれる。それによって、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材
料の液体流が停止される。
【００１２】
　図２を更に参照すると、電空ソレノイド集成体１０６は、制御用空気１３７が電空ソレ
ノイド集成体１０６に入ることを可能にする、電空ソレノイド集成体１０６の一方の側壁
部１３８に取付、固定けられる制御用空気投入継手と、同様に電空ソレノイド集成体１０
６の側壁部１３８に取付、固定けられる制御用空気放出継手１４０、１４２の対とを有し
ており、弁ステム１１０および弁部材１１２の垂直配置を制御することがわかる。これに
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対応して、制御用空気投入／放出継手１４４、１４６の対が、その第１の端部を電空ソレ
ノイド集成体１０６の反対側の側壁部１４８に取付、固定けられ、一方で制御用空気投入
／放出継手１４４、１４６の第２の端部は吐出弁アクチュエーター組立体１０４の側壁部
１５０に取付、固定けられている。ピストン１５２が弁ステム１１０の上部に取付、固定
けられていること、およびピストン１５２が吐出弁アクチュエーター組立体１０４の実質
的な中央領域に形成されるピストンチャンバー１５４内で垂直方向に往復運動可能である
ことが更にわかる。コイルばね１５６が、また弁ステム１１０の上部の回りに環状配置さ
れ、この場合コイルばね１５６の両端は、それぞれピストン１５２の下面部および吐出弁
アクチュエーター組立体１０４の中央領域に形成される座繰り領域１５８、１６０内に配
置される。
【００１３】
　また、電空ソレノイド集成体１０６には図示されていない流体通路が設けられ、この流
体通路は制御用空気放出継手１４０、１４２の対と制御用空気投入／放出継手１４４、１
４６の対とを相互に流体接続する。同様にして吐出弁アクチュエーター組立体１０４には
同様にまた図示されていない流体通路も設けられ、この流体通路は制御用空気投入／放出
継手１４４、１４６の対をピストン１５２の上方および下方のピストンチャンバー１５４
の領域に相互に流体接続する。以上のことが更に理解される。従ってそれに応じて、制御
用空気１３７が、例えば電空ソレノイド集成体１０６の制御用空気投入継手１３６に導か
れる場合、かつ電空ソレノイド集成体１０６が第１のモードで動作する場合、制御用空気
１３７は、制御用空気投入継手１３６から、第１の制御用空気投入／放出継手１４４内、
そしてピストンチャンバー１５４の上部内すなわちピストン１５２の上方に位置するピス
トンチャンバー１５４の領域内に流動的に導かれ、ピストン１５２、弁ステム１１０およ
び弁部材１１２を付勢して弁部材の非着座位置すなわち開放位置に向かって下方に移動さ
せることを理解することができる。同時に、ピストンチャンバー１５４の下方部分内の空
気すなわちピストン１５２の下方の空気は、外方に圧送されて、第２の制御用空気投入／
放出継手１４６および制御用空気放出継手のうちの第１の継手１４０を通って大気に排出
される。反対に、電空ソレノイド集成体１０６が第２のモードで動作する場合、制御用空
気１３７は、制御用空気投入継手１３６から、第２の制御用空気投入／放出継手１４６内
、そしてピストンチャンバー１５４の下方部分内すなわちピストン１５２の下方に位置す
るピストンチャンバー１５４の領域内に流動的に導かれ、ピストン１５２、弁ステム１１
０および弁部材１１２を付勢して弁部材の着座位置すなわち閉鎖位置に向かって上方に移
動させる。同時に、ピストンチャンバー１５４の上部内の空気すなわちピストン１５２の
上方の空気は、第１の制御用空気投入／放出継手１４４および制御用空気放出継手のうち
の第２の継手１４２を通って外方に排出される。以下のことが最後に留意される。ピスト
ン１５２は、通常、弁部材１１２が弁座１１４に対して着座位置すなわち閉鎖位置に置か
れるその上側位置に向かってばね付勢されている。これと同時に、ピストン１５２をその
上側位置に移動させるように制御用空気を提供することは、コイルばね１５６による付勢
を効果的に補助し、ピストン１５２および弁ステム１１０、ひいては弁部材１１２をその
着座位置すなわち閉鎖位置に迅速に移動させるのに役立つ。
【００１４】
　更に続けて、図２と併せて図３を加えて参照して、全体的に参照符号２００によって示
されている本発明の新規の改善されたシール装置がここで説明される。シール装置２００
は、シールカートリッジすなわちケーシング２０２を備えていることがわかる。ケーシン
グ２０２はチャンバー２０４内に配置、固定されるように構成され、チャンバー２０４は
弁本体部分すなわちハウジング１０２の上方軸方向部分に形成される。シールカートリッ
ジすなわちケーシング２０２の最上部には閉込ワッシャ２０６および保持リング２０８が
設けられる。図２、３からは、保持リング２０８が、シールカートリッジすなわちケーシ
ング２０２の直径長よりも直径が大きく、ケーシング２０２から径方向外方に延出してい
ることが理解される。環状座繰り領域２１０が弁本体部分すなわちハウジング１０２の上
端部内に形成され、図２において最も良く見てとることができるようにシールカートリッ
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ジすなわちケーシング２０２の保持リング２０８を収容するように構成され、シールカー
トリッジすなわちケーシング２０２が弁本体部分すなわちハウジング１０２内に実際に取
付、固定けられるようになっている。シールカートリッジすなわちケーシング２０２の下
端部はまた、環状肩部２１２に着座するものとして留意される。環状肩部２１２はまたチ
ャンバー２０４の底領域を実質的に形成する。従来のように、シールカートリッジすなわ
ちケーシング２０２は弁ステム１１０を環状に囲んで環状スペースすなわちチャンバー２
１４を形成するが、従来のシールカートリッジすなわちケーシングと異なり、シールカー
トリッジすなわちケーシング２０２は空ではなくウィープホールを有しない。対照的に、
シールカートリッジすなわちケーシング２０２の環状スペースすなわちチャンバー２１４
は、高温の粘性シリコーングリースまたは同様の液体によって充填されている。
【００１５】
　更に、本発明のシール装置２００は、上述したシリコーングリースまたは同様の液体と
ともに動作するシール部材を備え、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、シール
装置２００を通過して、吐出弁アクチュエーター組立体１０４のピストンチャンバー１５
４内に入り、それによってピストン１５２の動作が損なわれることを効果的に防止する。
より具体的には、シール装置２００は、弁ステム１１０の中央部を環状に囲むとともに、
シールカートリッジすなわちケーシング２０２の下端部内で垂直往復するように取り付け
られる第１のシール部材すなわち一次シール部材２１６を備える。第１のワッシャ２１８
および第２のワッシャ２２０が、一次シール部材２１６と連動し、予負荷ばねすなわち圧
縮ばね２２２が、第１のワッシャ２１８と第２のワッシャ２２０との間に形成されるチャ
ンバー２２３内に配置される結果として、第１のワッシャ２１８と第２のワッシャ２２０
との間に介在する。全体的な周囲関係すなわち空間関係に関して図２も参照して図３から
最も良く理解することができるように、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、１
２６におけるように入口供給ポート１２４によってホットメルト接着剤その他の熱可塑性
材料の吐出弁組立体に入ると、流入する加圧ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の
性質による動作圧が、参照矢印２２４によって示されるように一次シール部材２１６の下
面部に印加される。
【００１６】
　それに応じて、チャンバー２２３も粘性シリコーングリースまたは同様の液体を収容し
て環状スペースすなわちチャンバー２１４内に位置する粘性シリコーングリースまたは同
様の液体に流体接続しているため、上向きの圧力２２４が一次シール部材２１６を上方に
移動させ、そのような移動が予負荷ばねすなわち圧縮ばね２２２を圧縮し、この圧力は環
状スペースすなわちチャンバー２１４内に位置する粘性シリコーングリースまたは同様の
液体に更に伝達される。シールカートリッジすなわちケーシング２０２の上部にはまた、
二次シール部材２２６が設けられるが、二次シール部材２２６は上方に移動することがで
きない。その理由は、シールカートリッジすなわちケーシング２０２の上部が閉込ワッシ
ャ２０６および保持リング２０８によって効果的に閉鎖されているからである。また、粘
性シリコーングリースまたは液体が非圧縮性液体を含むため、粘性シリコーングリースま
たは同様の液によって圧力２２８、２３０が弁ステム１１０および二次シール部材２２６
の下面部にそれぞれ印加される。従って、シールカートリッジすなわちケーシング２０２
内が静圧状態となり、それによって、非圧縮性の粘性シリコーングリースまたは同様の液
体の性質による内部圧力２２８、２３０がホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の性
質による外部圧力２２４に等しくなる。
【００１７】
　従って、本発明のシール装置２００を用いて、第１のシール部材すなわち一次シール部
材２１６を挟んで通常存在する圧力差がもはや存在せず、それによりホットメルト接着剤
その他の熱可塑性材料が漏洩する傾向すなわち漏れやすさが効果的に排除されることを更
に理解すなわち認識することができる。サイクル動作中すなわち弁部材１１２がその着座
位置すなわち閉鎖位置とその非着座位置すなわち開放位置との間で移動するとき、ホット
メルト接着剤その他の熱可塑性材料の性質による圧力は変化することが留意される。往復
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する第１のシール部材すなわち一次シール部材２１６は、圧力のそのような変化を動的に
相殺する。傾斜ばね部材２３２、２３４が、一次シール部材２１６および二次シール部材
２２６内にそれぞれ内部配置されて、一次シール部材２１６および二次シール部材２２６
の構造的完全性および構成を維持するのを助け、一次シール部材２１６および二次シール
部材２２６が、例えば弁ステム１１０およびシールカートリッジすなわちケーシング２０
２に対する自身のシール機能を果たすことを可能にすることが留意される。更に、一次シ
ール部材２１６および二次シール部材２２６は例えばポリエーテルエーテルケトン(PEEK)
または同様の材料等の好適な材料から作製することができる。
【００１８】
　シールカートリッジすなわちケーシング２０２内の内部で粘性シリコーングリースまた
は同様の液体を使用すなわち利用することは、更なる理由から重要であることも留意され
る。第１に、例えば粘性シリコーングリースまたは同様の液体は潤滑剤である。従って層
流特性に起因して、少量のシリコーングリースまたは同様の液体が、極薄膜層として弁ス
テム１１０または一次シール部材２１６若しくは二次シール部材２２６に緊密に付着また
は粘着することができる。従って、弁ステム１１０がそのサイクル往復運動を行う際に弁
ステム１１０と一次シール部材２１６または二次シール部材２２６との間に発生する摩擦
が著しく低減する。第２に、粘性シリコーングリースまたは同様の液体の潤滑性の結果と
して、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が実際に弁ステムに緊密に付着または粘
着する傾向が著しく低減される。第３に、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の同
様の層流特性に起因して、シリコーングリースまたは同様の液体の上述の潤滑特性にもか
かわらず、それでもやはり少量のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、極薄膜層
として弁ステム１１０にこびりつく、すなわち付着し、例えば第１のシール部材すなわち
一次シール部材２１６を実質的に越えて進む可能性がある。しかし、そのようなことが実
際に起こる場合、かつホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が弁ステム１１０から離
れる場合、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、粘性シリコーングリースまたは
同様の液体内に効果的に封じ込められる。第４に、上述したように粘性シリコーングリー
スまたは同様の液体内にホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を封じ込める結果とし
て、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は周囲空気または酸素に実際に暴露されず
、そのため、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、硬化して従来のようにシール
部材に作用する摩損原因材塊になる可能性がない。
【００１９】
　以下のことを最後に留意する。本発明の新規の改善されたシール装置２００の結果とし
て、シール点すなわち障壁が、シール装置２００の下端部に位置する一次シール部材２１
６からシール装置２００の上端部に位置する二次シール部材２２６に効果的に移される。
これの理由は、一次シール部材２１６においては、このシール部材、シール点すなわち障
壁２１６を挟んだ圧力２２４、２２８は実質的に均一にされ、本明細書の上記で説明した
ように、圧力差がもはや存在しないようになっており、一方で二次シール部材２２６にお
いては、内部圧力２３０が、大気圧力である外部圧力よりも比較的大きいことにより圧力
差が存在するからである。これは、二次シール部材２２６が、ホットメルト接着剤その他
の熱可塑性材料によって通常引き起こされるいかなる有害な影響からも効果的に保護され
る点で重要である。
【００２０】
　明らかに、上記の教示に鑑みて本発明の多くの変形形態および変更形態が可能である。
従って、添付の特許請求の範囲の範囲内で、本発明は本明細書に具体的に記載されている
ものとは別様に実施することができることが理解されよう。
【符号の説明】
【００２１】
　１００　　吐出弁組立体
　１０２　　ハウジング
　１０４　　吐出弁アクチュエーター組立体
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　１０６　　電空ソレノイド集成体
　１０８　　放出マニフォールド組立体
　１１０　　弁ステム
　１１２　　弁部材
　１１４　　弁座
　１１６　　放出ポート
　１１８　　吐出ポート
　１２２　　放出流路
　１２４　　入口供給ポート
　１２８　　流体通路
　１３０　　流体通路
　１３２　　通路
　１３４　　チャンバー
　１３６　　制御用空気投入継手
　１３７　　制御用空気
　１３８　　側壁部
　１４０　　第１の継手
　１４２　　第２の継手
　１４４　　放出継手
　１４６　　放出継手
　１４８　　側壁部
　１５０　　側壁部
　１５２　　ピストン
　１５４　　ピストンチャンバー
　２００　　シール装置
　２０２　　ケーシング
　２０４　　チャンバー
　２０６　　閉込ワッシャ
　２０８　　保持リング
　２１２　　環状肩部
　２１４　　チャンバー
　２１６　　第１の一次シール部材
　２１６　　障壁
　２１８　　第１のワッシャ
　２２０　　第２のワッシャ
　２２３　　チャンバー
　２２６　　二次シール部材
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